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はじめに

政策提言の検討や政策条例の対象事項の調査等を行うために設置している

政策立案推進検討委員会から，「子どもの貧困対策」について提言すべきと

の報告を受けました。

県議会として検討した結果，子どもの貧困は，当事者だけの問題ではなく

社会全体に波及する課題であり，子どもの貧困対策に取り組むことは，県政

においても重要な課題であると考えます。

ついては，子どもの将来がその生まれ育った環境によって左右されること

がない社会の実現に向けて，知事におかれては，この提言の趣旨をお汲み取

りいただき，積極的に取り組まれるよう県議会として強く要望します。

平成２８年１２月１６日

鹿 児 島 県 議 会

議 長 池 畑 憲 一



子どもの貧困対策について

１ 提言の背景

（１） 子どもの貧困を取り巻く現状

平成25年国民生活基礎調査によると，子どもの貧困率は過去最悪

の16．3％で，約６人に１人の子どもが平均的な生活水準の半分以

下で生活していることが分かった。中でも深刻なのは一人親世帯で，

その貧困率は54．6％にも上る。

国民生活基礎調査とは算定方法が異なるものの，山形大学の戸室准

教授が調査した都道府県別の子どもの貧困率において，本県は20．

6％と全国で３番目，日本財団が調査した都道府県別の貧困状態にあ

る子どもの割合は19．3％と全国で５番目となっており，いずれも

高い数字を示している。

また，日本財団は「子どもの貧困の社会的損失推計レポート」にお

いて，子ども時代の経済格差が教育格差を生み，将来の所得格差につ

ながるという想定のもと，子どもの貧困の現状を放置した場合，わず

か１学年あたりでも経済的損失は約2．9兆円に達し，政府の財政負

担は1．1兆円増加するという推計結果を発表しており，子どもの貧

困は，当事者だけの問題ではなく，社会全体に波及する非常に重要な

課題であるということを明らかにしている。

子どもの貧困に係る深刻な状況を受け，政府は，子どもの貧困対策

の推進に関する法律を平成26年に施行し，同年８月には子供の貧困

対策に関する大綱を策定。また，新３本の矢の一つである子育て支援

において，子どもの貧困の問題に取り組むとした。

さらに，平成27年10月には，子供の未来応援国民運動が始動し，

子供の未来応援基金を創設。平成２８年に入り，子どもの貧困対策に

関する超党派の議員連盟が発足するなど，子どもの貧困解消へ向けた

動きが広がっている。

本県においても，平成28年３月に策定した「かごしま子ども未来

プラン2015」に盛り込んだ「子どもの貧困対策計画」に基づき，教
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育支援の充実，生活支援の充実，保護者に対する就労支援の充実，経

済的支援の充実を施策目標に掲げ，ひとり親家庭の医療費助成事業や

就労支援対策事業，生活困窮者自立支援事業などの施策に取り組んで

いる。

このように子どもの貧困への関心が高まる中，民間主導による貧困

対策や居場所提供などを目的とした子ども食堂の開設が急増してお

り，全国では300か所あまり，県内でも平成28年に入り，各地で次

々と開設されるなど，活発な支援の動きがみられている。

（２） 子どもの貧困解消に向けた取組の方向性

ア 県民への意識啓発と助成制度等の周知徹底

鹿児島大学の齋藤准教授によると，現代の子どもの貧困の特徴は

「相対的貧困であり，見えない貧困」であるという。

相対的貧困は，子どもの体格や服装などの外見から判断するのが

難しく，また，恥ずかしさや親をかばう気持ちから，うそをついた

り，声を上げることをためらう子どもが多いため，見えにくくなっ

ているという。

したがって，周囲の人々が「見えない貧困」を「見つめる意識」

を持つことが重要であり，県民の認識を高め，理解促進を図るため，

本県の子どもの貧困に関する現状を広く周知し，啓発に努める必要

がある。

併せて，経済的困難を抱える家庭や周囲の県民が，助成制度や県，

市町村等の相談窓口など支援につながる情報を認識し，「見えない

貧困」を掬い上げることができるよう，市町村と一体となって更な

る周知に努める必要がある。

イ 子どもの貧困対策の推進

現在，県内においては，民間主導の取組が進み，子どもの貧困対

策の機運が高まっている。この機運を後押しし，更に押し進めるた

めに，県としても具体的でより効果的な対策を早急に実施する必要

がある。

まずは，子どもたちが生きる力を蓄え，生活基盤を形づくる支え

とするため，食べること，孤独に陥らないこと，必要な治療を受け

-  2  -



られることなどの生活支援が最優先である。

併せて，貧困が世代を超えて連鎖することのないよう教育支援が

重要である。平成２６年に施行された子どもの貧困対策の推進に関

する法律は，子どもの貧困対策について「子どもの将来がその生ま

れ育った環境によって左右されることのない社会を実現することを

旨として講ずることにより，推進されなければならない。」と基本

理念に掲げている。

生まれ育った環境に左右されることのないよう教育や学習機会の

格差を解消することにより，子どもたちのよりよい未来に向けた選

択肢が増え，貧困からの脱却につながるものと考える。

ウ 子どもの貧困解消に向けた環境体制の整備

県では，「子どもの貧困対策計画」に基づく支援のほか，子ども

の生活等の実態を把握し，子育て支援に係る今後の施策に生かすた

め，今年度，かごしま子ども調査事業に取り組んでいる。子どもの

貧困対策を展開する上で，その実態把握は必要不可欠である。この

調査結果等をもとに，子どもに関する施設等の関係者や有識者を交

え，子どもの貧困対策計画や数値目標の検証と見直しを行っていく

ことにより，子どもの貧困解消に向け，より確実な効果が上がって

いくものと考える。

また，福岡県子ども支援オフィスによると，家計相談が経済的困

難の解消につながる入口であり，重要な支援策であるという。経済

的な困り事を認識し，整理することで，現在の生活だけではなく，

将来の見通しも立てられるようになり，貧困解消に向けた１歩へつ

ながっていくことから，家計相談支援体制の更なる充実が望まれる。

以上，子どもの貧困対策の取組の方向性として，県民への意識啓発や

助成制度等の周知，環境体制の整備のほか，生活・教育面における具体

的でより効果的な対策を早急に推進する必要があるとの結論を得，次の

とおり提言する。
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2 提言

（１） 県民への意識啓発と助成制度等の周知徹底

ア 子どもの貧困は個々の家庭の問題ではなく，社会全体で取り組む

べき非常に重要な課題であるということについて，県民の認識を高

め，理解促進を図るため，本県の子どもの貧困に関する現状を周知

し，啓発に努めること。

イ 就学援助制度などの助成制度や県，市町村等の相談窓口に関する

情報が支援の必要な家庭に確実に届くよう，また，支援の必要な方

々の周囲の県民にも認識されるよう市町村と一体となって更なる周

知に努めること。

（２） 子どもの貧困対策の推進

ア 生活支援

（ア） 貧困家庭の子どもに対し飲食や居場所を提供する子ども食堂

等の運営の円滑化，維持継続を図るため，必要な支援及び助言

を行うこと。

（イ） 児童養護施設退所後の子どもたちが経済的困難を抱えること

なく自立の道を進めるよう必要な支援を行うこと。

（ウ） 経済的理由により治療を中断したり，必要な受診を抑制する

ことのないよう，子どもの医療費助成制度の現物給付等，医療

費支援の充実を図ること。

（エ） 保護者が昼間労働等により家庭にいない放課後児童の居場所

確保を図り，保護者の就労支援に資するため，貧困家庭の放課

後児童クラブ利用に関し，実施主体の市町村に対し，必要な支

援及び助言を行うこと。

イ 教育支援

（ア） 貧困による学力格差や学習意欲の低下が生じることのないよ

う貧困家庭に対する学習支援の充実を図るため，必要な支援及

び助言を行うこと。
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（イ） 市町村が実施する就学援助制度について，適切な支給時期へ

の配慮及び支給額・支給対象の充実を図るよう必要な助言を行

うこと。

（例）・新入学児童生徒学用品費の入学前支給

・修学旅行費の事前支給

・給食費の全額支給

・ＰＴＡ会費，部活動費，生徒会費等，支給対象の拡大

（ウ） 公立高校より授業料が高額となる私立高校への進学を経済的

理由から断念することのないよう私立高校の生徒に対する就学

支援金制度等の対象者や支給額について，更なる支援の拡充に

努めること。

（３） 子どもの貧困解消に向けた環境体制の整備

ア 鹿児島県子ども・子育て支援会議を活用して，「子どもの貧困」

をテーマとした検討を重点的に継続して行い，その検討状況を基に，

子どもの貧困対策計画の施策を，より効果的なものにしていくこと。

イ 経済的困難を解消する重要な支援策である家計相談支援体制の充

実に努めること。
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平成25年度国民生活基礎調査の概況～抜粋～

子どもの貧困率
参　考
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山形大学人文学部　戸室准教授　調査結果

子どもの貧困率

【山形大学調査による子どもの貧困率の計算方法】
　18歳未満の末子がいる世帯のうち，最低生活費以下の収入しか得ていない世帯の割合。
　最低生活費は，生活扶助，住宅扶助，教育扶助，一時扶助の合計。

【山形大学戸室准教授調査による貧困率の計算方法】
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子どもの貧困の社会的損失推計～都道府県別推計～レポート
（2015年12月　日本財団）（2016年3月11日訂正版　日本財団）
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子どもの貧困の社会的損失推計レポート
（2015年12月　日本財団）
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